
証券コード　4388
2022年６月７日

株　主　各　位
東京都文京区西片一丁目15番15号
株 式 会 社 エ ー ア イ
代表取締役社長 吉 田 大 介

１．日 時 2022年６月22日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
２．場 所 東京都千代田区神田錦町三丁目22番

ＴＫＰガーデンシティＰＲＥＭＩＵＭ神保町
（テラススクエア　３階）
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第19期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告及び計算書類

報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第19回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第19回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
上げます。
なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2022年６月21日（火曜日）午後５時30分までに到着するようご返送ください
ますようお願い申し上げます。

敬　具
記

以　上
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

上げます。
新型コロナウイルスの感染予防及び拡散防止のため、株主様におかれましては、可能な限り書面（郵送）に

て議決権の事前行使をお願い申し上げます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネッ

ト上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.ai-j.jp/）に掲載させていただきます。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況が続

いていたものの、ワクチン接種等による感染状況の改善傾向がみられ、経済活動の再開へ期待
が高まっておりましたが、新たな変異株の出現による感染の再拡大など、依然として極めて不
透明な状況にありました。

当社を取り巻く環境においては、「緊急防災・減災事業債」における地方交付税措置が、当
初令和２年度までとされていたことに伴い、防災案件が前期、前々期に集中したことによる反
動で減少し、また、大型受託案件の終了に伴い、当期は受託案件が縮小したことにより法人向
け製品の売上が大幅に減少となった結果、前事業年度を下回る売上高となりましたが、コンシ
ューマー向け製品の需要は引き続き拡大しております。

当社は需要が拡大している分野への拡販に向けて、営業・研究開発体制の強化を進めるとと
もに、eラーニング教材、動画等のナレーション作成用途での、「AITalk® 声の職人®」、「A
ITalk® 声プラス®」等のパッケージ製品及び、個人向けオリジナルブランド「A.I.VOICE™」
の展開、名古屋工業大学徳田・南角・橋本研究室との共同研究を進めております。

当事業年度の音声合成事業の売上高は、法人向け製品が339,876千円と苦戦しましたが、法
人向けサービスが202,948千円、コンシューマー向け製品が213,742千円と計画通り推移した
結果、当事業年度の売上高は756,568千円、営業利益は112,130千円、経常利益は109,742
千円、当期純利益は83,759千円となりました。

なお、当事業年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020
年３月31日）等を適用した後の金額となっており、対前期比及び増減率は記載しておりませ
ん。
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サ ー ビ ス の 名 称

第 18 期
（2021年３月期）

（前事業年度）

第 19 期
（2022年３月期）

（当事業年度）
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

法 人 向 け 製 品 538,565千円 60.6％ 339,876千円 44.9%

法 人 向 け サ ー ビ ス 225,085 25.4 202,948 26.8

コンシューマー向け製品 123,914 14.0 213,742 28.3

合 計 887,565 100.0 756,568 100.0

なお当社は音声合成事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりま
せんが、特性に応じた３つの区分別の売上高につきましては、以下のとおりであります。

サービス別売上高

②　資金調達の状況
当事業年度において金融機関からの調達、社債発行等による資金調達は行っておりません。

③　設備投資の状況
当事業年度における設備投資の総額は8,846千円であり、日常業務用コンピュータやサーバ

ーの購入4,757千円、VOISTAGEマルチメディアボックスの購入437千円、自社ホームペー
ジリニューアルに伴う着手金3,121千円、ECサイト構築に伴う着手金530千円によるもので
あります。

なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。
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区 分 第 16 期
（2019年３月期）

第 17 期
（2020年３月期）

第 18 期
（2021年３月期）

第 19 期
（2022年３月期）

(当事業年度)
売 上 高(千円) 737,165 819,128 887,565 756,568

経 常 利 益(千円) 202,175 273,236 288,424 109,742

当 期 純 利 益(千円) 150,230 172,578 215,194 83,759

１株当たり当期純利益 (円) 30.84 34.12 42.79 16.59

総 資 産(千円) 1,211,977 1,189,149 1,352,003 1,354,931

純 資 産(千円) 1,103,583 1,047,934 1,232,022 1,279,605

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 219.14 208.84 244.06 253.49

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当た
り純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年
度の期首から適用しており、2022年３月期に係る各数値については、当該会計基準等を
適用した後の数値となっております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。
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⑷　対処すべき課題
当社が属する音声合成市場におきましては、ＡＩ分野、eラーニング分野、コンシューマー分

野など利用機会が増加傾向にあることから、今後ますます音声技術の業界が重要な役割を担って
いくものと想定しております。当社が今後さらなる成長と発展を遂げるためには、様々な課題が
あると認識しております。上記を踏まえ、当社が対処すべき課題は下記のとおりであります。

①　新技術の研究開発
音声合成の利用が拡大してきたことに伴い、研究開発のスピードも加速しております。こ

の数年、各分野で深層学習の研究が盛んに行われておりますが、音声合成分野においても、
深層学習（DNN:Deep Neural Network）を活用した新しい音声合成技術の研究が進めら
れております。当社においても、最新の技術をキャッチアップし、また、顧客ニーズの変化
を捉え、新しい製品・サービスを市場に投入していくことが重要であると考えております。

②　人材の確保及び育成
新しい技術、新しい製品・サービスを継続的に研究開発し、販売していくためには、優秀

な人材の継続的確保が重要であると考えております。また、音声技術という特殊分野である
ため、採用した研究者、開発者及び営業担当者の育成が重要であると考えております。

③　安定収入の確保
当社の事業基盤はライセンスビジネスであり、音声合成エンジンの使用許諾を与えること

により、継続的に許諾料を頂くモデルであります。現在は、月額使用料、ロイヤリティ、継
続的なクラウドサービスの利用、サポートサービス等で継続的な安定収入を確保しておりま
す。今後、事業を拡大していくにあたり、新規事業の開発及び安定的な収入を確保すること
が重要であると考えております。

④　新しいマーケットの創出
音声合成が広く利用される様になり、今後、様々な分野において利用が進むものと考えて

おりますが、現在、確立されたマーケットは、電話の自動応答システム、防災行政無線、音
声対話、eラーニング等、まだまだ限られたものであります。更に、新しいマーケットを創
出していくことが重要であると考えております。
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⑤　内部管理体制の充実
当社は、今後継続的に事業を拡大していくためには、コーポレート・ガバナンス機能の強

化は必須であり、内部統制システムの適切な整備及び運用が重要であると考えております。
また、成長のステージに応じて人的強化を行い、内部管理体制の強化を図ってまいります。

⑥　ブランディング
当社の今後の成長のためには、音声合成技術を世の中に広めるとともに、「音声技術のエ

ーアイ」「音声合成＝AITalk®・A.I.VOICE™」と認知されるように、ブランディングして
いくことが重要であると考えております。

これらの課題に対応し、今後継続的な発展を実現するために努めてまいります。
株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し

上げます。
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区 分 製 品 名

法 人 向 け 製 品

AITalk® 声の職人®

AITalk® 声プラス®

AITalk International®

AITalk® SDK

AITalk® Server

AITalk® micro

AITalk® Custom Voice®

法 人 向 け サ ー ビ ス

AITalk® 声の職人® クラウド版

AITalk® WebAPI

AITalk® Web読み職人®

AITalk®製品に関するサポート業務

コンシューマー向け製品

かんたん！AITalk®

かんたん！アフレコ®

AITalk® あなたの声®

A.I.VOICETMシリーズ 琴葉 茜®・葵®

A.I.VOICETMシリーズ 伊織 弓鶴®

A.I.VOICETMシリーズ 羽ノ華™

A.I.VOICETMシリーズ アナウンス部
VOICEROID®シリーズ

⑸　主要な事業内容（2022年３月31日現在）
当社の主要な事業は音声合成エンジン及び音声合成サービスの提供であります。
現在提供している主な製品、サービスは下記のとおりであります。
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本 社 東京都文京区西片一丁目15番15号

開 発 セ ン タ ー 京都府相楽郡精華町光台２丁目２番２号
株式会社国際電気通信基礎技術研究所（ＡＴＲ）内

⑹　主要な営業所及び工場（2022年３月31日現在）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
51（16）名 7名増（1名増） 35.2歳 5.2年

⑺　使用人の状況（2022年３月31日現在）

（注）１．使用人数は就業人員であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

２．当社は、音声合成事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりま
せん。

⑻　主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（2022年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 18,000,000株

⑵　発行済株式の総数 5,168,000株（自己株式120,069株を含む）

⑶　株主数 4,879名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

廣 飯 伸 一 880,000株 17.43％

吉 田 大 介 642,000 12.72

合 同 会 社 吉 田 事 務 所 575,000 11.39

株 式 会 社 ソ ル ク シ ー ズ 250,000 4.95

吉 田 大 志 150,000 2.97

亀 井 佳 代 145,000 2.87

T I S 株 式 会 社 100,000 1.98
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 証 券 投 資 信 託 口 ） 63,000 1.25

吉 田 昭 48,000 0.95

株 式 会 社 S B I 証 券 33,600 0.67

⑷　大株主

（注）１．当社は自己株式を120,069株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
３．持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しております。
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３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 吉 田 大 介
取 締 役 副 社 長 廣 飯 伸 一
取 締 役 大 谷 大 和 研究開発グループ統括

取締役（常勤監査等委員） 栗 原 　 学
栗原公認会計士事務所　所長
鹿島プライベートリート投資法人　監督役員
株式会社ジャストシステム　社外取締役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 杉 山 　 浩 杉山公認会計士事務所　所長

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 飛 松 純 一

外苑法律事務所　パートナー弁護士
株式会社アマナ　社外取締役
株式会社キャンディル　社外取締役（監査等委員）
MS&ADインシュアランスグループホールディングス
株式会社　社外取締役
エネクス・インフラ投資法人　監督役員
ポケトーク株式会社　監査役

４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１．監査等委員である取締役の３名は、社外取締役であります。
２．取締役（常勤監査等委員）栗原学氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。常勤の監査等委員として選定している理
由は、情報収集の充実を図り、内部監査担当等との十分な連携を通じて監査の実効性を高
め、監査・監督機能を強化することができるものと考えているからであります。

３．取締役（監査等委員）杉山浩氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．取締役（監査等委員）飛松純一氏は、弁護士の資格を有しており、会社法等に関する相当
程度の知見を有するものであります。

５．当社は、社外取締役栗原学氏、杉山浩氏、飛松純一氏を東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

⑵　責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、栗原学氏、杉山浩氏、飛松純一氏との間で、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。ただし、
責任限定が認められるのは、責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がない
ときに限定しております。
当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締
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区 分 報 酬 等 の 総 額
（千円）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ） 対 象 と な る
役 員 の 員 数

（名）基 本 報 酬 業 績 連 動 報 酬 等 非 金 銭 報 酬 等

取締役（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

45,006
（ー）

45,006
（－）

－
（－）

－
（－）

3
（－）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

11,700
（11,700）

11,700
（11,700）

－
（－）

－
（－）

3
（3）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

56,706
（11,700）

56,706
（11,700）

－
（－）

－
（－）

6
（3）

結しており、当社取締役を被保険者として、取締役としての職務執行に関して負うこととなる損
害賠償金及び争訟費用等の損害を当該保険契約によって填補することとしております。各候補者
が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約
は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

⑶　取締役の報酬等
①　当事業年度に係る報酬等の総額

②　取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、第14期定時株主総会（2017

年６月30日）において年額90,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の
取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は、４名です。
取締役（監査等委員である取締役）の報酬限度額は、第14期定時株主総会（2017年６月
30日）において年額20,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役
（監査等委員である取締役）の員数は、３名です。
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③　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2021年3月12日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を
除く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議してお
ります。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について監査等委員会へ
諮問し、答申を受けております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報
酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議され
た決定方針と整合していることや、監査等委員会からの答申が尊重されていることを確認し
ており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
なお、当社は、2021年10月12日開催の取締役会において、取締役の報酬等の妥当性と

決定プロセスの透明性を担保するため、取締役会の任意の諮問機関として、社外取締役が委
員の過半数を占める指名報酬委員会を設置し、2022年3月23日開催の取締役会において、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を一
部改訂しております。改訂後は、2022年6月開催の定時株主総会後からは個々の取締役
（監査等委員を除く）の基本報酬については、取締役会は指名報酬委員会からの答申を受け
て、その答申を尊重して決定する方針に変更しております。
取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

a.　基本報酬に関する方針
現時点では、取締役（監査等委員を除く）２名が大株主であるため、株主と価値を共
有していることから、基本報酬（固定報酬：金銭）のみとする。取締役（監査等委員を
除く）の報酬限度額の範囲内において、企業規模、グロース市場上場会社を中心とした
他企業の報酬水準及び当社従業員の処遇水準を勘案し、また、各々の経営能力、貢献
度、役位・職責・在任期間等を考慮して決定する。

b.　業績連動報酬等に関する方針
現時点では、導入しない。

c.　非金銭報酬等に関する方針
現時点では、導入しない。

d.　報酬等の割合に関する方針
月額固定報酬のみとする。
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e.　報酬等の付与時期や条件に関する方針
毎年６月開催の定時株主総会後に支給額を改定し、翌月７月より決定した年間報酬額

を12分割した額を１年間にわたり毎月支払うこととする。

f.　報酬等の決定の委任に関する事項

（改訂前：当事業年度）
個々の取締役（監査等委員を除く）の基本報酬額については、代表取締役社長に一任
し、社外取締役３名で構成されている監査等委員会への諮問を経て決定する。
（改訂後：2022年６月開催の定時株主総会後より）
特になし。

g.　上記のほか報酬等の決定に関する事項
（改訂前：当事業年度）
特になし。
（改訂後：2022年６月開催の定時株主総会後より）
個々の取締役（監査等委員を除く）の基本報酬額について、取締役会は指名報酬委員
会からの答申を受けて、その答申を尊重して決定する。

④　社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた役員報酬等の総額
当社は親会社等が無いため、該当事項はありません。
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⑷　社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係

取締役（常勤監査等委員）栗原学氏は、栗原公認会計士事務所の所長であり、鹿島プライベ
ートリート投資法人の監督役員、株式会社ジャストシステムの社外取締役であります。当社
は、同事務所及び同社と特別な関係はありません。
取締役（監査等委員）杉山浩氏は、杉山公認会計士事務所の所長であります。当社は、同事
務所と特別な関係はありません。
取締役（監査等委員）飛松純一氏は、外苑法律事務所のパートナー弁護士であり、株式会社

アマナの社外取締役、株式会社キャンディルの社外取締役（監査等委員）、MS&ADインシュ
アランスグループホールディングス株式会社の社外取締役、エネクス・インフラ投資法人の監
督役員、ポケトーク株式会社の監査役であります。当社は、各兼職先と特別な関係はありませ
ん。
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出席状況、発言状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役（常勤監査等委員）
栗 原 　 学

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席いたしまし
た。主に公認会計士としての専門的見地から、取締役会では当該
視点から積極的に意見を述べており、特に経理・財務及び内部監
査について専門的な立場から監督、助言等を行うなど、意思決定
の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果しておりま
す。また、監査等委員会の議長として、当事業年度に開催された
委員会14回の全てに出席し、客観的・中立的立場で監査・監督機
能を主導しております。

社 外 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
杉 山 　 浩

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席いたしまし
た。主に公認会計士及び税理士としての専門的見地から、取締役
会では当該視点から積極的に意見を述べており、特に経理・財務
及び税務について専門的な立場から監督、助言等を行うなど、意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果してお
ります。また、監査等委員会の委員として、当事業年度に開催さ
れた委員会14回の全てに出席し、客観的・中立的立場で監査・監
督機能を担っております。

社 外 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
飛 松 純 一

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに出席いたしまし
た。主に弁護士としての専門的見地から、取締役会では当該視点
から積極的に意見を述べており、特にコンプライアンス及びリス
クマネジメントについて専門的な立場から監督、助言等を行うな
ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果
しております。また、監査等委員会の委員として、当事業年度に
開催された委員会14回のうち13回に出席し、客観的・中立的立
場で監査・監督機能を担っております。

②　当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 16百万円

５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査及び金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区分できませんので、上記
の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しています。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の
報酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　法令・定款及び社会規範を遵守するための「企業行動規範」を制定し、役員及び従業員が高

い倫理観に基づいて行動し、公正かつ透明性の高い経営体制の確立を図る。

②　同基準の具体的な行動指針として、「コンプライアンス規程」を定め、その運用管理を担当
するコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の構築、維持にあたる。

③　コンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上を
図る。

④　内部通報制度を設け、問題の早期発見・未然防止を図り、適切かつ迅速に対応する。
（当該体制の運用状況）

当社は、役員及び従業員に対し集合研修、動画聴講等によるコンプライアンス教育を実施し
ております。法令遵守体制の監視及び業務執行の適切性の確保を目的として、代表取締役直
轄の組織である内部監査担当を設置し、各業務が法令、定められた社内規程に従って、適正
かつ合理的に執行されているか定期的に監査し、その結果を代表取締役に報告しておりま
す。また、内部通報窓口を設置し、法令や企業倫理に反する行為の未然防止に努めておりま
す。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　株主総会、取締役会等重要な会議の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報について

は、法令及び「文書管理規程」等の関連規程に従い、適切に保存及び管理を行う。

②　経営に関する重要情報については、閲覧権限を明確化し周知徹底するとともに、その取扱い
に関する役員及び従業員への教育を行う。

（当該体制の運用状況）
法令及び文書管理規程などの社内規程に基づき必要な文書等を保存・管理し、文書等を速や
かに閲覧できる体制を整えております。
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⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　会社の経営危機、リスクに対する対処方法及び管理の体制等について定めた「リスクマネジ

メント規程」を制定し、適切なリスクマネジメント体制を構築する。

②　有事の際は、「危機管理規程」に従い、代表取締役が対策本部を設置し、必要に応じて顧問
弁護士等と迅速な対応をとれる体制を構築する。

（当該体制の運用状況）
当社は、経営会議において、具体的な損失の危険の可能性及びそのリスクコントロールの方
法、体制に関して審議し、その結果を取締役会及び監査等委員会に報告する制度を構築して
おります。当事業年度においては、リスクアセスメントを行い、経営会議でリスク及びその
コントロールの方法等について協議を行いました。また、危機発生を未然に防ぐため、内部
監査担当は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、法令定款違反その他の事由
に基づき、損失の危険のある業務執行行為が発見された場合には、発見された危険の内容及
びそれがもたらす損失の程度等について直ちに担当部署に通報するとともに、各担当役員と
連携しながら、リスクを最小限に抑える体制を整えております。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社は、取締役会を毎月開催するほか、同会議での決議を迅速、かつ円滑に行うため、取締

役、執行役員及び部門責任者から構成する「経営会議」を、毎月定期的に開催する。

②　当社は、経営会議を、取締役会に次ぐ意思決定機関と位置づけ、経営に係わる諸事項の審議
を行うとともに、取締役会で承認された中期経営計画及び単年度事業予算の組織毎の目標・
方針・重点施策に関し、目標の達成状況、方針・施策の展開状況を月次・四半期毎にチェッ
クする業績管理を行う。

③　業務執行については、「職務権限規程」、「職務分掌規程」その他の関連規程に基づき、役
員及び従業員の職務分担、権限を明確化し、適正な管理水準を維持できる体制を構築する。

（当該体制の運用状況）
当社は、当事業年度において13回の経営会議、16回の取締役会を開催し、上記記載の運用
をいたしました。
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⑸　監査等委員会及び監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合
における当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
①　監査等委員の求めに応じて、監査等委員会の同意のもとに、補助すべき使用人として、監査

計画に従い必要な人員を配置する。

②　監査等委員会及び監査等委員である取締役を補助する使用人は、その職務に関して監査等委
員である取締役の指揮命令のみに服し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）から指
揮命令を受けない。

③　当該使用人の人事評価は監査等委員である取締役が行い、人事異動、懲戒その他の人事に関
する事項の決定には監査等委員である取締役の同意を得る。

（当該体制の運用状況）
現状は、監査等委員会からその職務を補助すべき使用人を置くことを求められておりません
が、制度上に上記体制を確保できるようにしております。

⑹　当社の監査等委員である取締役に報告をするための体制及び報告したことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保するための体制
①　監査等委員である取締役は、監査等委員会が定める監査計画に従い、取締役会その他の重要

な会議に出席し、役員及び従業員から重要事項の報告を求めることができる体制を構築す
る。

②　役員及び従業員は、当社の財務及び業績に重要な影響を及ぼす事項について監査等委員であ
る取締役に報告し、職務の執行に関する法令・定款違反、不正行為の事実を知ったときは監
査等委員である取締役に遅滞なく報告する。

③　当社は、監査等委員である取締役へ報告を行った当社の役員及び従業員に対し、当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

（当該体制の運用状況）
当社では、取締役会、経営会議以外の会議についても監査等委員である取締役が出席し、ま
た、監査等委員会は、役員及び従業員に対して必要に応じ報告を求め、また必要な意見交換
やヒアリングを実施し、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保しております。

－ 20 －



⑺　その他監査等委員会及び監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制

①　当社の役員及び従業員は、監査等委員会及び監査等委員である取締役の監査に対する理解を
深め、当該監査の環境を整備する。

②　監査等委員である取締役は、代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、また内部監査担
当及び会計監査人と連携し、適切な意思疎通を行うことにより監査の実効性を確保する。

③　取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、監査等委員である取締役又は監査等委員会
からの適時な報告に対して、真摯に受け止める。

④　監査等委員である取締役がその職務執行のために合理的な費用の支払いを求めたときは、速
やかにそれを処理する。

（当該体制の運用状況）
当社では、取締役（監査等委員である取締役を除く。）とは年に２回程度、意見交換を、ま
た、会計監査人及び内部監査担当とは３か月に１回程度、情報交換を行い、相互の意思疎通
や連携を図っております。また、監査等委員会が監査業務に必要と判断した費用について
は、会社の費用負担で専門家等の意見を聴取できることを確保しております。
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⑻　反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制
①　当社は、反社会的勢力の排除は、企業に課された重要な社会的責任としての取り組みである

と認識し、そのような団体・個人には、毅然とした態度で臨み、不当・不法な要求には応じ
ず、一切の関係を遮断することを基本方針とする。

②　基本方針を役員及び従業員に周知徹底するとともに、平素より関係行政機関などからの情報
収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、組織全体
として速やかに対処できる体制、信用調査等の情報活用により、反社会的勢力との接触を事
前に防止できる体制を構築する。

（当該体制の運用状況）
当社は、基本方針を役員及び従業員に周知徹底するとともに、平素より関係行政機関などか
らの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、
組織全体として速やかに対処できる体制、信用調査等の情報活用により、反社会的勢力との
接触を事前に防止できるように実施しております。

⑼　財務報告の信頼性確保のための体制
当社は、財務報告の信頼性の確保及び適正な財務諸表を作成するため、金融商品取引法の定
めに従って、適正かつ有効な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適切な運用を行
うことにより、財務報告の信頼性と適正性を確保できる体制を構築する。

（当該体制の運用状況）
当社は、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を勘案して評価範囲を決定し、当該財務報
告に係るプロセスにおける内部統制の有効性評価を行っております。

７．会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につい
ては、特に定めておりません。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備
工 具 、 器 具 及 び 備 品
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

1,313,404
1,179,476

92,966
5,361
1,530
2,862

15,596
8,704
6,905

41,527
18,184

7,239
8,546
2,398
7,579
3,928
3,651

15,763
2,460
2,195

850
10,256　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 72,686

買 掛 金 7,555
リ ー ス 債 務 689
未 払 金 28,668
未 払 費 用 7,481
未 払 法 人 税 等 3,911
契 約 負 債 4,294
預 り 金 5,794
前 受 収 益 14,291

固 定 負 債 2,639
リ ー ス 債 務 2,109
長 期 前 受 収 益 530

負 債 合 計 75,326
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,279,605
資 本 金 151,481
資 本 剰 余 金 206,135

資 本 準 備 金 121,280
そ の 他 資 本 剰 余 金 84,855

利 益 剰 余 金 1,121,808
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,121,808

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 69
繰 越 利 益 剰 余 金 1,121,739

自 己 株 式 △199,820
純 資 産 合 計 1,279,605

資 産 合 計 1,354,931 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,354,931

貸　借　対　照　表
（2022年 3 月31日現在）

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 756,568
売 上 原 価 152,271
売 上 総 利 益 604,296
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 492,166
営 業 利 益 112,130
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 11
為 替 差 益 4
講 演 料 収 入 84
補 助 金 収 入 1,239 1,339

営 業 外 費 用
支 払 利 息 127
支 払 手 数 料 3,600 3,727

経 常 利 益 109,742
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 616 616
税 引 前 当 期 純 利 益 109,126

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 23,385
法 人 税 等 調 整 額 1,981 25,366
当 期 純 利 益 83,759

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計固 定 資 産

圧縮積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 151,481 121,280 84,855 206,135 208 1,073,960 1,074,168 △199,762 1,232,022 1,232,022
会 計 方 針 の
変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

6,788 6,788 6,788 6,788

会計方針の変更
を 反 映 し た
当 期 首 残 高

151,481 121,280 84,855 206,135 208 1,080,748 1,080,957 △199,762 1,238,811 1,238,811

当 期 変 動 額

固定資産圧縮
積立金の取崩 △138 138 － － －

剰余金の配当 △42,907 △42,907 △42,907 △42,907
自 己 株 式 の
取 得 △58 △58 △58

当 期 純 利 益 83,759 83,759 83,759 83,759

当期変動額合計 － － － － △138 40,990 40,851 △58 40,793 40,793

当 期 末 残 高 151,481 121,280 84,855 206,135 69 1,121,739 1,121,808 △199,820 1,279,605 1,279,605

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 25 －



個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
⑴　商品及び製品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

⑵　原材料及び貯蔵品
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

⑶　仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

建物附属設備については定額法、工具、器具及び備品については定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備 ３～18年
工具、器具及び備品 ２～15年

⑵　無形固定資産
定額法により償却しております。
なお、ソフトウエア（自社利用）は、社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によってお

ります。
また、ソフトウエア（市場販売目的）については、見込販売数量に基づく償却額と３年を限度とする残存

有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法によっております。

⑶　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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４．引当金の計上基準
貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度は貸倒れの実績がなく、また貸倒懸念債権等もないことから貸倒引当金は計上しており
ません。

５．収益及び費用の計上基準
法人向け製品及びコンシューマー向け製品の販売に係る収益は、主に「AITalk®声の職人®」、「AITalk
®声プラス®」、「A.I.VOICE™」の製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品

を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点又は顧客が検収した
時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、収益を認識しておりま
す。

法人向けサービスは、サポートサービスとクラウドサービスで構成されており、サポートサービスに係る収
益は、主にライセンス提供している顧客に対して継続的に提供する技術的なサポートのサービスであります。
クラウドサービスに係る収益は、主にインターネットを経由して提供している「AITalk® Web読み職人®」
のクラウド環境を活用した音声合成サービスであります。これらのサービスは、顧客との契約に基づいてサー
ビスを提供する履行義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であ
り、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
1．収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又
はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期
首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当事業年度の損益に与える影響額は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高に与える影
響額は6,788千円であります。
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有形固定資産の減価償却累計額 22,566千円

一般管理費に含まれる研究開発費の総額 144,040千円

株式の種類 前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

発行済株式

普通株式 5,168,000 － － 5,168,000

自己株式

普通株式（注） 120,028 41 － 120,069

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2 0 2 1 年 ６ 月 2 2 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 42,907千円 8円50銭 2021年３月31日 2021年６月23日

2．時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定
める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

この結果、当事業年度の損益に与える影響額はありません。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

Ⅳ．損益計算書に関する注記

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び株式数に関する事項

（注）単元未満株式買取請求による自己株式の増加41株であります。

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額
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決議予定 株 式 の 種 類 配 当 の 原 資 配 当 金 の
総 額

１ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2 0 2 2 年 ６ 月 2 2 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 17,667千円 3円50銭 2022年３月31日 2022年６月23日

繰延税金資産
投資有価証券評価損 14,798千円
未払事業税 881千円
敷金及び保証金 542千円

繰延税金資産小計 16,222千円
評価性引当額 △15,341千円

繰延税金資産合計 881千円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △30千円
繰延税金負債合計 △30千円
繰延税金資産純額 850千円

⑵　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

Ⅵ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

Ⅶ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
⑴　金融商品に対する取組方針

安全性の高い預金等の金融資産で運用しております。
売掛金に関する顧客の信用リスクは、取引先の財務状況や取引実績を評価し、それに基づいて取引限度

額の設定・見直しを行うことにより、リスクの低減を図っております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は業務上の関係を有する会社の株式であり、発行体の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等、預り金は、１年以内の支払期日であります。
リース債務は設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。
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項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 異

負 債

リース債務(１年内返済予定を含む) 2,798 2,646 △152

負　債　計 2,798 2,646 △152

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理の徹底を行うとともに与信管理規程
に基づき、年１回与信限度額水準の見直しを行い、信用リスクの低減を図っております。

投資有価証券については定期的に発行体の財務状況等の把握を行っております。

②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
経理グループで資金繰計画を作成・更新し、取締役会にて報告を行うとともに、手許流動性の維持な

どにより流動性リスクを管理しております。

③　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
外貨建ての営業債権及び債務については、為替の変動リスクに対して、為替予約を利用してヘッジす

ることを原則としておりますが、外貨建ての営業債権及び債務額が少額のため、為替予約は利用してお
りません。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑤　信用リスクの集中
当事業年度（2022年３月期）の決算日現在における営業債権のうち26.4％が特定の大口顧客に対す

るものであります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。
（単位：千円）
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区 分 当事業年度
（2022年３月31日）

非　上　場　株　式 2,460

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
リース債務(１年内返済予定を含む) － 2,646 － 2,646

負　債　計 － 2,646 － 2,646

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似するものであることから、記載を省略しております。

２．「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」、「預り金」については、短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

３．市場価格のない株式等は、時価開示対象とはしておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以
下のとおりであります。

（単位：千円）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当事業年度（2022年３月31日）

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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財またはサービスの名称
合計法人向け

製品
法人向け
サービス

コンシューマー
向け製品

一時点で移転される財またはサービス
一定の期間にわたり移転される財又はサービス

339,876 － 213,742 553,619
－ 202,948 － 202,948

顧客との契約から生じる収益 339,876 202,948 213,742 756,568
その他の収益 － － － －
外部顧客への売上高 339,876 202,948 213,742 756,568

契約負債
期首残高 －
期末残高 4,294

Ⅷ．収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
（単位：千円）

2．収益を理解するための基礎となる情報
「Ⅰ.重要な会計方針に係る注記」の「5.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債の残高

顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

　計算書類上、契約負債は「契約負債」に計上しております。契約負債は、当社が受注した「A.I.VOICE」の製
造のうち、期末時点において履行義務を充足していない残高であります。
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１株当たり純資産額 253.49円
１株当たり当期純利益 16.59円

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

（注）「収益認識に関する会計基準」等を当事業年度の期首から適用しております。この結果、当事業年度の
        １株あたり当期純利益に与える影響額は軽微であり、当事業年度の１株当たり純資産額は１円34銭増加
        しております。

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
2022年５月13日

株式会社エーアイ
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 田 　 啓
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 関 根 義 明

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エーアイの2021年４月１日から

2022年３月31日までの第19期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事
項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第19期事業年度における取

締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査しました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月13日
株 式 会 社 エ ー ア イ 　 監 査 等 委 員 会

常 勤監 査 等委 員 栗 原 　 学 ㊞
監 査 等 委 員 杉 山 　 浩 ㊞
監 査 等 委 員 飛 松 純 一 ㊞

　
（注）監査等委員全員は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役で

あります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
当社は事業拡大による企業価値の向上を最重要政策に位置付けるとともに、株主の皆様への利益還
元を経営上の最重要課題のひとつと考えております。
第19期につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下のとおりと

いたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金3円50銭といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は17,667,758円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月23日といたしたいと存じます。
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現行定款 変更案
第１章　総　則

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的
とする。
１　コンピュータを利用した音声の合成、認識
システムの企画、開発、製造、販売
２　コンピュータ及びコンピュータソフトウエ
アの企画、開発、設計、販売、保守、賃貸管理
及びコンサルティング
３　玩具の企画、開発、製造、販売

第１章　総　則

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的
とする。
１　コンピュータを利用した音声の合成、認識
システムの企画、開発、製造、販売
２　コンピュータ及びコンピュータソフトウエ
アの企画、開発、設計、販売、保守、賃貸管理
及びコンサルティング
３　キャラクターの企画、開発、デザイン及び
ライセンス業務

第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由
(1) 「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改

正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるため、次
のとおり当社定款を変更するものであります。

①　変更案第18条第1項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる
旨を定めるものであります。

②　変更案第18条第2項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定
するための規定を設けるものであります。

③　株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第18条）は不要と
なるため、これを削除するものであります。

④　上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

(2) 将来の事業活動の多様化に対応するとともに、当社の現状により即した目的に整理するため
に、当社定款第２条（目的）に事業目的を追加するものであります。

２．変更の内容
変更内容は、次のとおりであります。                                       （下線は変更部分を示します）
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現行定款 変更案
＜新設＞

４　広告代理業並びにコンピュータを利用した
情報提供サービス
５　コンピュータの周辺機器の販売、保守業務
６　コンピュータ利用に関するコンサルティン
グ

＜新設＞

＜新設＞

＜新設＞

７　上記各号に付帯関連する一切の業務

第３章　株主総会

（株主総会参考書類等のインターネット開示と
みなし提供）
第１８条　当会社は、株主総会の招集に際し、
株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連
結計算書類に記載又は表示をすべき事項に係る
情報を、法務省令に定めるところに従い、イン
ターネットを利用する方法で開示することによ
り、株主に対して提供したものとみなすことが
できる。

４　キャラクター商品、玩具及び遊戯用具等の
物品・ソフトウェアの企画、開発、製造、制
作、販売、賃貸、保守、管理、運営並びにこれ
らの仲介
５　広告代理業並びにコンピュータを利用した
情報提供サービス
６　コンピュータの周辺機器の販売、保守業務
７　コンピュータ利用に関するコンサルティン
グ
８　知的財産権（特許権、著作権、商標権等）
の実施、使用、利用許諾、媒介、維持、管理
９　イベントの企画、制作、運営、開催及びこ
れらに付随するコンサルティング業務
１０　音声、楽曲、映像のソフトウェアの企
画、制作、製造、販売、貸与並びに版権事業
１１　上記各号に付帯関連する一切の業務

第３章　株主総会

＜削除＞
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現行定款 変更案
＜新設＞

＜新設＞

（株主総会参考書類等の電子提供措置等）
第１８条　当会社は、株主総会の招集に際し、
株主総会参考書類等の内容である情報につい
て、電子提供措置をとるものとする。
２　当会社は、電子提供措置事項のうち法務省
令で定めるものの全部又は一部について、書面
の交付を請求した株主に対して交付する書面に
記載することを要しないものとする。

附則
第１条　変更前定款第18条の規定の削除及び変
更後定款第18条の規定の新設は、会社法の一部
を改正する法律（令和元年法律第70号）附則第
1条ただし書きに規定する改正規定の施行の日で
ある2022年9月1日（以下、「施行日」とい
う。）から効力を生ずるものとする。
２　施行日から次の定めを有するものとする。
なお、本定めは、施行日から6か月を経過した
日、もしくは施行日から6か月以内に開催する最
後の株主総会の日から3か月を経過した日のいず
れか遅い日まで効力を有するものとする。
　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会
参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書
類に記載又は表示をすべき事項に係る情報を、
法務省令に定めるところに従い、インターネッ
トを利用する方法で開示することにより、株主
に対して提供したものとみなすことができる。
３　本条は、前項で定めるいずれか遅い日をも
ってこれを削除する。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当社の株式数

１

よし

吉
 

　
 

　
だ

田
 

　
 

　
だい

大
 

　
 

　
すけ

介
(1952年３月９日)

    1977年    4 月 株式会社大真空入社
    1980年    4 月 株式会社東洋ハイテック入社
    1986年    4 月 ＴＩＳ株式会社入社
    1999年    5 月 ＮＴＴアドバンストテクノロジ株式会社入

社
    2000年    4 月 株式会社国際電気通信基礎技術研究所入社
    2003年    4 月 当社設立　代表取締役社長　就任（現任）

642,000株

【取締役候補者とした理由】
吉田大介氏は、2003年４月の当社設立以来、代表取締役社長として、音声合成エンジンにおける豊

富な経験と幅広い見識に基づき、経営の指揮を執り、企業価値の向上に貢献しており、当社の更なる成
長と発展のために適切な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同

じ。）３名全員が任期満了となります。つきましては、経営体制の強化のため１名増員し、新任の候
補者を加えた取締役４名の選任をお願いしたいと存じます。

なお、本議案につきましては、監査等委員会及び指名報酬委員会から全ての取締役候補者につい
て、適任である旨の意見を得ております。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当社の株式数

２

ひろ

廣
 

　
 

　
い

飯
 

　
 

　
しん

伸
 

　
 

　
いち

一
(1964年６月30日)

    1989年    4 月 株式会社リクルート入社
    1998年    5 月 ベスコムシステムズ株式会社入社
    1999年    6 月 同社取締役　就任
    2001年    6 月 同社代表取締役　就任
    2001年    11月 合併によりアイティーマネージ株式会社取

締役副社長　就任
    2002年    4 月 株式会社シグナルベース取締役副社長就任
    2004年    6 月 当社取締役　就任（現任）
    2015年    1 月 当社ビジネスソリューショングループ統括

就任
    2019年    6 月 当社副社長　就任（現任）

880,000株

【取締役候補者とした理由】
廣飯伸一氏は、2004年６月の当社入社以来、取締役として、音声合成エンジンにおける豊富な経験

と幅広い見識に基づき、当社の主要事業を牽引し、2019年６月からは副社長として企業価値の向上に
貢献しており、当社の更なる成長と発展のために適切な人材であると判断し、引き続き取締役候補者と
いたしました。

３

おお

大　　
たに

谷　　
や ま と

大　　和
(1980年９月８日)

    2010年    3 月 工学博士号取得
    2010年    4 月 株式会社東芝入社
    2017年    4 月 当社入社　研究開発グループ主任研究員
    2019年    4 月 当社執行役員研究開発グループ統括　就任

2021年    6 月 当社取締役　就任（現任）

15,000株

【取締役候補者とした理由】
大谷大和氏は、音声合成技術の研究開発に長年携わり、高度な技術の専門的知識と技術動向に対する

知見を有しており、2017年４月の当社入社以来、研究開発を通して企業価値の向上に貢献しており、
当社の更なる成長と発展のために適切な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 43 －



候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当社の株式数

４

※
なが

長　　　
お

尾　　　
あきら

章
(1955年２月23日)

1983年3月 株式会社トータルシステムコンサルタント
設立、同社取締役

1997年4月 同社常務取締役
1998年1月 合併により株式会社ソルクシーズ専務取締

役システム本部長
2000年1月 株式会社ソルクシーズ常務取締役事業本部

長
2000年3月 株式会社ソルクシーズ専務取締役事業本部

長
2004年1月 株式会社ソルクシーズ代表取締役専務
2005年3月 株式会社ソルクシーズ代表取締役副社長
2006年3月 株式会社ソルクシーズ代表取締役社長（現

任）
（重要な兼職の状況）
㈱エフ・エフ・ソル 代表取締役会長
㈱イー・アイ・ソル 代表取締役会長
㈱インフィニットコンサルティング 取締役会長
㈱ノイマン 代表取締役会長
㈱エクスモーション 取締役会長
㈱コアネクスト 代表取締役会長
㈱アスウェア 取締役
㈱Fleekdrive 代表取締役会長
㈱アリアドネ・インターナショナル・コンサルティング 取
締役
㈱ソルクシーズ代表取締役社長

０株

【取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
長尾章氏は、長年にわたり株式会社ソルクシーズの代表取締役を務め、企業経営者としての豊富な経

験を通して培った企業経営に関する高い知見を有しております。当社が今後、業容を拡大していくにあ
たり、ガバナンス強化と事業推進の両面から当社の経営に適切な助言・監督を行っていただけることを
期待し、同氏を社外取締役候補者といたしました。

（注）１．※印は、新任の候補者であります。
２．当社は、長尾章氏が代表取締役社長である株式会社ソルクシーズに対し、当社製品の販売を行ってお
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ります。また、同社は当社の株式を250,000株保有しております。
３．その他の各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
４．長尾章氏は、社外取締役候補者であります。
５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、当社取締役が取締役としての職務執行に関して負うこととなる損害賠償金及び争訟費用等の損
害を当該保険契約によって填補することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合
は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更
新を予定しております。

６．長尾章氏は、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしており、選任が承認された場
合は、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

7．長尾章氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づ
く損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。
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氏 名 企業経営 営業・マー
ケティング IT／R＆D 経営管理 財務会計

法務知財・
コンプライ
アンス

吉　田　大　介 ○ ○ ○

廣　飯　伸　一 ○ ○ ○ ○ ○

大　谷　大　和 ○

長　尾　　　章※ 社外
独立
　

○ ○ ○

栗　原　　　学 社外
独立
　

監査等委員
　 ○ ○

杉　山　　　浩 社外
独立
　

監査等委員
　 ○ ○

飛　松　純　一 社外
独立
　

監査等委員
　 ○

【ご参考】取締役スキルマトリックス図

※長尾章氏は新任の取締役候補者です。

以上
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メ　　モ



会場：東京都千代田区神田錦町三丁目22番
TKPガーデンシティPREMIUM神保町
（テラススクエア　３階）
TEL 03－6801－8461

交通 三田線・半蔵門線・新宿線神保町駅 　Ａ９出口より 徒歩約２分
東西線竹橋駅 　３ｂ出口より 徒歩約５分

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

TKPガーデンシティ PREMIUM神保町
（テラススクエア　３階）

神保町駅

竹橋駅

A9

東京パークタワー 神保町三井
ビルディング

東京メトロ半蔵門線

東京メトロ東西線

首都高速都心環状線

都営新宿線

内堀通り

共立女子学園

皇居東御苑

千
代
田
通
り

一ツ橋

KKRホテル東京

東京消防庁

3b

学士会館 神田税務署

新型コロナウイルス感染症の予防措置として、役員・最小限の運営スタッフの参加及び役員及び運営
スタッフはマスク等を着用させていただく場合がありますので、あらかじめご了承ください。

また当日は、感染拡大予防のため、体温測定、マスク着用、手指のアルコール消毒などの措置をと
らせていただく場合がございますので、ご協力賜りますようお願い申し上げます。


